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郵便事業株式会社（東京都千代田区、代表取締役会長 CEO 北村憲雄）は、本日、郵便法

第 67 条第 5 項の規定に基づき、平成 19 年度の「郵便事業の収支の状況」を総務大臣に報

告いたしました。 

 

 

（単位：億円） 

種 類 別 営業収益 営業費用 営業利益 

郵  便  物 8,665 7,618 1,047 

 内 国 郵 便 8,227 7,213 1,015 

  第一種 （封 書   ） 4,050 3,292 758 

  第二種 （はがき   ） 2,898 2,554 343 

  第三種 （雑誌、新聞 ） 112 179 ▲ 67 

  第四種 （通信教育等 ） 5 15 ▲ 9 

  特殊取扱（速達、書留等） 1,162 1,173 ▲ 10 

 国  際  郵  便 438 405 33 

注：記載金額は、単位未満を四捨五入して表示しております。 

以 上 

（参考） 

種 類 別 営業収益 営業費用 営業利益 

荷物（ゆうパック等） 1,481 1,486 ▲ 5 

郵便郵便郵便郵便事業事業事業事業のののの収支収支収支収支のののの状況状況状況状況    

平成 19 年 10 月 1 日から

平成 20 年 3 月 31 日まで




